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公益財団法人中央果実協会事業公募要領 

 

平成 20年 4月 1日付け 20果実基金第 8号 

一部改正平成 27 年 3 月 7 日中央果実第 45 号 

一部改正平成 30年 4月 1日中央果実第 299号 

一部改正平成 31年 4月 1日中央果実第 319号 

一部改正令和２年 4 月 1 日中央果実第 310 号 

一部改正令和３年 4 月 1 日中央果実第 295 号 

一部改正令和５年 4月 1日中央果実第 273号 

 

 

１ 趣旨 

公益財団法人中央果実協会事業について、公募の基準、方法その他必要な事項を定めるもの

とします。 

  

２ 公募対象事業 

公募対象事業は、別表１のとおりとしますが、具体的な事業内容については公募対象事業毎

に別途、実施要領で定めるものとします。 

  

３ 応募団体の要件 

公募事業への応募者は、地方公共団体、民間企業、一般社団・財団法人等、学校法人、特

定非営利活動法人、独立行政法人、生産出荷団体等（以下「団体」という。）とします。 

なお、別表１に掲げる公募対象事業の一部事業にあっては、前年度同一又は類似の事業に採

択された団体については原則応募はできません。具体的には別途実施要領で定めることとしま

す。 

  

４ 公募する事業費及び補助率 

別表１に定める事業の予定事業費及び補助率としますが、詳細については公募対象事業毎に

定める実施要領において決定します。  

  

５ 補助等対象経費 

公募事業の補助等の対象となる経費は、事業の実施に直接必要な経費及び成果のとりまと

めに必要な経費のうち以下の経費です。 

なお、補助等の対象とする経費の具体的な基準については、別表２による他、別途実施要領

において定めるものとします。 

（１）謝金 

「謝金」とは、委員会に参加する委員、講師等に対する謝礼及び専門知識の提供、資料

の収集等について協力を得た者に対する謝礼に必要な経費です。 

（２）旅費 

「旅費」とは、委員会に参加する委員及び講師等の旅費並びに事業実施者が行う資料収

集各種調査、打合せ及び成果発表の実施に必要な交通費（勤務地及び業務を行う地域内を

移動する場合の電車代等を含む。）、日当及び宿泊費です。 

（３）会議費 
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「会議費」とは、委員会、各種会議における会場借料に必要な経費です。茶菓や食事の

費用は含みません。 

（４）消耗品費 

「消耗品費」とは、事業を実施するための原材料、消耗品、消耗器材及び各種事務用品の

調達に必要な経費です。 

（５）賃金 

「賃金」とは、事業を実施するための業務（資料整理、業務補助、事業資料の収集等）を

目的として、本事業を実施する団体が雇用した者に対して支払う実働に応じた対価（日給ま

たは時間給）です。 

（６）役務費 

「役務費」とは、事業を実施するための器具機械等の各種保守、翻訳、鑑定、設計、分析、

試験加工等それだけでは本事業の成果とは成得ない業務を専ら行うために必要な経費です。 

なお、事業を実施する場合において、その一部を請負契約等により実施する場合には、競

争契約によるものとし、随意契約によらざるを得ない場合には、理由書を添付する必要があ

ります。 

（７）委託費 

「委託費」とは、本事業の交付目的たる事業の一部分（例えば、事業の成果の一部を構

成する調査の実施、とりまとめ等）を他の団体に委託するために必要な経費です。委託を

行なうに当たっては、第三者に委託することが必要かつ合理的・効果的な業務に限り実施

できるものとします。 

なお、事業の一部を委託する場合においては、全体事業費のうち委託費の占める割合は  

１／２以内とします。 又、委託先の選定に当たっては、競争契約によるものとし、随意契約

によらざるを得ない場合には、理由書を添付する必要があります。 

（８）その他 

「その他」とは、本事業を実施するための物品等の賃借料、光熱水料、通信運搬費、印

刷製本費、送金手数料、収入印紙代等の雑費等、他の費目に該当しない経費です。 

  

６ 申請できない経費  

  事業の実施に必要な経費であっても、次の経費は申請することはできません。 

（１）建物等施設の建設、不動産取得に関する経費 

（２）労働の対価として労働時間に応じて支払う経費以外の経費（雇用関係が生じるような月極

めの給与、退職金、ボーナス、その他各種手当） 

（３）事業の期間中に発生した事故・災害の処理のための経費 

（４）補助金の交付決定前又は委託契約前に支出した経費 

（５）補助対象経費にかかる消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額(補助対象経費に含まれ

る消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号)第３０条の

規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第７２条の８３の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額

の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。） 

（６）その他当該事業の実施に関連のない経費 

 

７ 申請書類等の審査  

（１）審査の方法 
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応募者から提出された事業応募書または申請書（以下「申請書類等」という。）について

は、公益財団法人中央果実協会（以下「当協会」という。）において応募条件に該当する旨

を確認した後、申請内容について、当協会に設置する公益財団法人中央果実協会事業審査委

員会（以下「審査委員会」という。）により審査を実施します。審査委員会には外部有識者

も参画し、応募者から提出された申請書類等の内容について審査を行い、優秀と認められる

計画を提出した応募者を事業実施候補者として選定します。 

審査は非公開で行なわれます。また、審査委員は委員として取得した一切の情報を、委員

の職にある期間だけでなく、その職を退いた後においても第三者に漏洩しないこと、情報を

善良な管理者の注意義務をもって管理すること等秘密保持を遵守することが義務づけられ

ています。 

審査の経過は通知いたしません。また、お問い合わせにも応じられません。 

（２）審査の手順 

審査は、以下の手順により実施されます。 

① 形式審査 

提出された申請書類等について、当協会において応募の要件（応募団体の要件、申請金額、

事業期間等）について審査します。 

なお、応募の要件を満たしていないものについては以降の審査の対象から除外されます。 

② 審査委員会 

外部有識者も含めた審査委員会で、提出された申請書類等の内容について審査を行いま

す。 

③ ヒアリング審査 

必要に応じ、応募者から審査委員に対する事業計画内容・事業実施体制等の説明及び審査

委員による計画内容についてのヒアリングを実施します。 

ヒアリング審査への参加要請については、概ね１週間前を目途に別途通知します。 

なお、ヒアリング審査参加要請があったものについて審査委員会に出席しなかった場合

は辞退と見なされます。 

④ 事業実施候補者の選定 

上記の審査における評価を踏まえ、審査委員会において事業実施候補者を選定します。 

（３）審査の観点 

審査の具体的な観点は、以下のとおりです。 

① 本事業を行う意思及び具体的で適切な計画を有し、かつ事業を的確に実施できる能力を

有する団体であること。 

② 本事業に係る経理及びその他の事務について、適切な管理体制及び処理能力を有する団

体であること。 

③ 本事業による成果について、その利用を制限せず公益の利用に供することを認める団体

であること。 

（４）審査結果の通知等 

審査の結果（採択、不採択）については、審査委員会の選定結果に基づき、また、実施要

領に定める事業についてはあらかじめ農林水産省農産局長と協議の上、当協会理事長が決定

し、その結果を速やかに応募者に対して通知します。 

  

８ 事業の実施及び経費の交付に必要な手続き等 

採択決定後、事業実施者は、速やかに事業の実施及び経費の交付に必要な手続きを行うこと
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となります。 

  

９ 採択後の事業代表者の責務等 

採択された事業実施者の代表者は、事業の実施及び交付される経費の執行に当たって、事業

実施上のマネージメント、事業成果の公表等事業の推進、全般についての責任を持たなければ

なりません。 

特に、交付申請書（採択決定後事業経費の交付を受けるために提出することとなっている申

請書）、計画変更に伴う各種承認申請書、定期的な報告書等の提出については全て事業実施者

の代表者の責任の下に行う必要があります。 

  

10 知的財産権の帰属等 

必要に応じ別途、公募対象事業毎に実施要領または契約書等で取り決めることとします。 

  

11 事業成果等の報告及び発表 

本事業により得られた事業成果及び交付を受けた経費の使用結果については、事業終了後必

要な報告を行わなければなりません。また、事業成果について必要に応じて発表していただく

ことがあります。 

  

12 応募の方法 

（１）申請及び記載内容 

申請は、公募対象事業毎に定める実施要領に添付されている申請書類等の様式に必要事項

を記入の上提出してください。 

（２）申請書類及び部数 

ア 応募書または申請書                   １部 

イ 会社履歴、パンフレット等応募団体の活動がわかる資料   １部 

ウ 直近の総会資料等                    １部 

 （３）応募方法 

① 提出期間  

公募対象事業毎に別途決定します。 

② 提出先 

提出先：〒100-0011  東京都千代田区内幸町１－２－１ 

公益財団法人中央果実協会 

応募書等の書類の提出は、郵送、宅配便又は電子メール（申請書ファイルを添付） 

とします。 

なお、提出された応募書等の申請書類は、返還いたしませんのでご了承下さい。 

  

１３ 公募・審査スケジュール  

公募対象事業毎に別途決定します。 

 

 

 
お問い合わせ先 

（公益財団法人）中央果実協会 総務部 

℡ ０３－６９１０－２９２２ 



別表　１

公益財団法人中央果実協会事業における公募対象事業一覧（５年度）

公募対象事業 事業の内容 応募者の要件、対象者 予定事業費・補助率

１　果実加工需要対応産地強化事業
（１）中価格帯・加工専用果実生産支援事業

国産果実について、新たな加工・業務用需要への対応を図るため、消費
者等のニーズをとらえた果実加工品の試作、当該加工品の原料価格や業
務用需要を想定した低コスト・省力化栽培技術の実証等を行う。

生産出荷団体、都道府県、独立行政法人、
食品製造業者等

1事業実施者あたり
補助額２，０００千円を上限
定額補助
（３団体程度）

（２）国産果実競争力強化事業 果物の摂取頻度を年代別にみると、「ほとんど食べない」・「月１～３回」の
割合が20歳代で57.5％と他の年代よりも高くなっていることから、20歳代の
消費者における果実摂取の増大を図ることを目的として、世代の消費動
向の特性に応じた情報発信を行うことにより、果実加工品等の需要拡大
に資する。

本製作・運用業務に類似した業務において
公的機関からの受託実績があり、事業を遂
行に必要な組織、人員等を有し、財政基盤
が確立されている団体

８，７００千円を上限として委託(１
団体)

２　加工・業務用果実安定供給連携体制構築事業
（１）国産果実需要適応型取引手法実証の取組

果実の生産・流通実態を踏まえ、生産者と取引先との間で生産者が再生
産価格を確保しうる合理的な価格形成を促進するため、国産果実の需要
に適応した契約取引等による計画的な取引手法の実証等を行う。

①生産出荷団体、②生産出荷団体と契約
取引等による計画的な取引を行なう卸売業
者、果実加工業者、外食・中食業者等

1事業実施者あたり
補助額８，０００千円を上限
定額補助

（２）省力型栽培技術体系等の導入の取組 実需者が求める品質・価格の果実を産地にもメリットがある労力・経費で
安定的に供給するため、既存の知見や技術等を活用した病害虫対策、土
壌改良等の作柄安定技術、省力化技術体系等の導入の実証を行う。

①生産出荷団体、②生産出荷団体と契約
取引等による計画的な取引を行なう卸売業
者、果実加工業者、外食・中食業者等

1事業実施者あたり
補助額　事業の実施に必要な額
定額補助

３　果実輸送技術実証支援事業
（１）果実輸出効率化支援事業

国産果実を船便等により低コストで安定的に海外の消費者に供給するた
めに、リーファーコンテナ等の効率的な活用や輸出に取り組む産地の連携
による混載輸送等の効率的な物流体制の構築にかかる検討及び実証の
取組を支援する。

（２）果実輸出鮮度保持技術導入支援事業 国産果実を船便等により低コストで品質を維持しながら海外の消費者に
供給するために、長時間輸送を可能とする鮮度保持技術や損傷防止資材
等の開発に係る検討、検討結果を踏まえた技術等の開発・応用による試
作等、開発・応用された鮮度保持・品質劣化防止技術の実証の取組を支
援する。

①生産出荷団体、②生産出荷団体と連携し
て取り組む輸出事業者、資機材製造業者等
及び③生産者、生産出荷団体、物流事業
者、資機材製造業者等で構成する協議会

1事業実施者あたり
補助額概ね５，０００千円を上限
補助率１／２以内
（３団体程度）



別表　２

補助等対象経費の基準

補助等対象経費 基準

１　謝金 ①謝金は、原則１日あたり１万５千円を上限とします。
②事業実施団体の役職員に対する謝金は認められません。

２　旅費・交通費 ①宿泊を伴う各種調査、打ち合わせの旅費の使用においては、原則として
パック商品の利用をお願いします。
②グリーン車の利用は認められません。
③勤務地及び業務を行なう地域内を移動する場合のタクシーの利用は、
原則認められません。
④旅費日当の支払いは、事業実施団体において日当に対する規程がある
場合に限ります。

３　会議費 会議等における会場借料（使用料）のみとし、弁当代、飲食代、お茶代の
経費は認められません。

４　消耗品 ①物品を消耗品として購入できる経費は、１点あたり３万円以下のものとし
ます。なお、汎用性のある物品については原則認められません。
②原材料費等は、購入した物品の価格としますが、自己調達の場合にあっ
ては、原価相当の価格とし、明細が明らかな場合に限ります。

５　賃金 事業実施団体が雇用した者の賃金については、規程等により定められた
範囲とし、高額な賃金は認められません。

６　役務費及び委託費 役務費及び委託費にあっては、役務や委託業務の仕様内容及びその経費
の内容が明らかな場合に限ります。


